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２０２３年度「子供の学習費調査」の結果 

幼稚園から高校卒業まで公立と私立では大差 
文部科学省が、子どもの保護者を対象にして、保護者が子どもの学校教育及び学校外活

動のために支出した１年間の経費の実態調査の結果を公表しました。 

 

各学校種の「学習費総額」は、以下のとおりです。 

 公立幼稚園       １８万４６４６円（前回 １６万５１２６円） 

 私立幼稚園       ３４万７３３８円（前回 ３０万８９０９円） 

 公立小学校       ３３万６２６５円（前回 ３５万２５６６円） 

 私立小学校      １８２万８１１２円（前回１６６万６９４９円） 

 公立中学校       ５４万２４７５円（前回 ５３万８７９９円） 

 私立中学校      １５６万 ３５９円（前回１４３万６３５３） 

 公立高等学校（全日制） ５９万７７５２円（前回 ５１万２９７１円） 

 私立高等学校（全日制）１０３万 ２８３円（前回１０５万４４４４円） 

 

２０２３年度における幼稚園３歳から高等学校第３学年までの１５年間の学習費総額 

 ケース１ 全て公立に通った場合 ５９６万円 

 ケ—ス２ 幼稚園は私立、小学校・中学校・高等学校は公立に通った場合 ６４７万円 

 ケース３ 幼稚園・高等学校は私立、小学校・中学校は公立に通った場合 ７７６万円 

 ケース４ 全て私立に通った場合 １９７６万円 

 

公立小学校における学校教育費の内訳 ８１，７５３円 

 図書・学用品・実習材料費３２，４８７円（３９．７％） 

 通学関係費 ２３，０８５円（２８．２％） ※１ 

 学校納付金等 ８，６１０円（１０．５％） ※２ 

 修学旅行費等 ６，１３２円（７．５％） 

公立中学校における学校教育費の内訳 １５０，７４７円 

 通学関係費 ４４，０４０円（２９．２％） ※１ 

図書・学用品・実習材料費 ３４，３５１円（２２．８％） 

 教科外活動費 ２７，３１５円（１８．１％） ※３ 

 修学旅行費等 ２４，２５０円（１６．１％） 

学校納付金等 １４．１１９円（９．４％） ※２ 

  

 ※１ 通学のための交通費、スクールバス代、自転車通学が認められている学校での通

学用自転車購入費等 

 ※２ 保健衛生費、日本スポーツ振興センター共済金等の安全会掛金、冷暖房費、学芸

会費等 

 ※３ クラブ活動、学芸会・運動会・芸術鑑賞会、各教科以外の学級活動、児童会・生

徒会、臨海・林間学校などのために、家庭が直接支出した経費 



「給食無償化」に関する課題の整理について 

文部科学省、全国実施の場合の課題まとめる 
 文部科学省は、全国の自治体における給食無償化の取り組み実態や成果・課題を調査し、

１年以内にその結果を公表する予定であるという。これにより、小中学校の給食実施状況

の違いや法制面等の課題を整理し、具体的な方策を検討する。給食無償化は、２０２３年

９月１日時点で、全国１，７９４自治体のうち７２２自治体が独自に実施。そのうち５４

７自治体では、全ての小中学校の児童生徒を対象。財源は、自己財源を用いる自治体が多

く、地方創生臨時交付金やふるさと納税、都道府県からの補助が利用されています。給食

無償化の目的は、９割を超える自治体が子育て支援、少子化対策や定住・転入促進もある。 

【「給食無償化」に関する課題】 

 ●学校給食法の目的・目標は、適切な栄養摂取による児童生徒の心身の健全な発達や、

給食を通じた食に関する理解や判断力の育成である。この目的・目標を実現するため、

給食実施に対する諸施策や、経済的困窮により給食費の支払いが困難な世帯に対する

負担軽減を進めている。 

 ●一方（中高所得者世帯を含む）全員を対象にした給食無償化は、一部の自治体におい

て、「子育て支援」や「少子化対策」の目的で実施され、結果的に保護者世帯の所得

増加をもたらす施策であり、給食の目的・目標の実現とは異なる。 

 ●このため、「給食無償化」については、子育て支援や少子化対策のための基礎的な給

付として捉えた際の課題を、以下のとおり整理。 

【児童生徒間の公平性】 

 ●給食未実施校の児童生徒や、給食実施校でも給食を喫食しない児童生徒（弁当持参の

場合、中学校などで選択制の給食を実施する場合、不登校の場合など）に恩恵が及ば

ない 

  完全給食（約８８１万人） 設置者等負担分（人件費・設備費等）  

給食費（食材費相当分）保護者負担分 

  喫食していない（約６１万人） 弁当代等保護者負担 

 ●学校給食費（実際に保護者が支払った額ではなく、食材費に相当する金額）の月平均

は、都道府県間で１．４倍弱の開き 

  滋賀３，９３３円 小学校平均４，６８８円 福島５，３１４円 

  滋賀４，４９３円 中学校平均５，３６７円 富山６，２８２円 

【格差是正策としての妥当性】 

 ●経済的困窮世帯（約１４％）については、既に生活保護による教育扶助・就学援助に

より基本的に無償化。給食無償化の範囲の拡大は、経済的困窮者に対しては追加的な

恩恵はなく、格差是正の観点に乏しい 

【国と地方の役割分担】 

 ●給食費支援の大半を占める準要保護世帯に対する就学援助は、平成１７年の「三位一

体の改革」により、税源移譲とともに、一般財源化。国と地方の役割分担については、

こうした経緯も踏まえる必要がある 

【効果的な少子化対策】 

 ●公立に限っても、義務教育諸学校及び特別支援学校（幼稚部・高等部）の給食費の合

計額は、約４，８３２億円（推計）であり、「給食無償化」の拡大には、安定的な財

源の確保を要する 

 ●少子化をめぐる状況は地域によって異なっており、限られた財源の中で、「給食無償

化」が少子化対策としてより効果的な施策であるか否か、との観点から検討が必要 


